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社会的協働の成功要因と提携能力に関する考察

大　倉　邦　夫

【論　文】

1．はじめに

　本稿は、社会的協働の成功要因を分析するにあたり、組織間関係論の領域で蓄積が進みつつある
「提携能力」という概念の援用可能性を考察することを目的とする。
　近年、地球環境問題、少子高齢化の問題、途上国支援、荒廃した地域の開発など、多岐にわたる
社会的課題が見られるようになっている。SDGs（Sustainable Development Goals：持続可能な開
発目標）の議論が広がりを見せる中、上記で挙げた社会的課題の解決にあたっては、特定の国や政
府のみが取り組むのではなく、企業やNPOなど他のセクターの組織の取り組みも期待されるよう
になっている（谷本，2020）。また、地球環境問題のように、特定の組織が単独で解決するには困
難な社会的課題も存在しており、そうした課題に対しては複数の組織が相互に資源を持ち寄り、協
働して取り組むことの必要性も議論されるようになっている（Austin, 2000; Barroso-Méndez et al., 
2016; Gazley and Guo, 2020; Fu and Cooper, 2021）。
　特に、複数の組織が協力して社会的課題に取り組むことを「社会的協働（social collaboration）」
と呼ぶが（Huxham and Vangen, 2000; 大倉, 2018）、同一セクター間での協働だけではなく、セク
ターを横断する協働も多く見られるようになっている（Hartman and Dhanda, 2018）。例えば、企
業とNPO、企業と政府、政府とNPO、企業・政府・NPOなど、セクター横断的な協働については
多様な形態が確認されている（横山，2017）。
　社会的協働が広がりを見せる中1、研究上の関心も高まっており、徐々に研究の蓄積が進んでい
る。主な論点としては、社会的協働がなぜ、どのように形成されるのかという協働の形成理由を検
討するものが挙げられる（Googins and Rochlin, 2000; Fu and Cooper, 2021）。これは、社会的課題
の複雑化やSDGsの議論など、社会的協働の形成を促す要因を明らかにするというものである。ま

1 例えば、社団法人日本経済団体連合会による「2017年度社会貢献活動調査結果」を参照すると、我が国では約
8割の企業（調査回答企業：353社）が NPOなどの非営利組織と協働して社会的課題に取り組んでいると回答
している。2002年度の調査結果ではその割合が約6割（調査回答企業：338社）であり、社会的協働の広がり
を確認することができる。各年の同調査結果の詳細は以下のウェブサイトを参照のこと。
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た、近年では社会的協働を成功に導く要因を特定する研究が多く行われている（Austin, 2000; 
Barroso-Méndez et al., 2016; Dentoni et al., 2016; 横山，2017）。社会的協働は、多様な組織が関わ
ることになり、価値観や組織文化の異なる組織同士の関係性を円滑に保つことや、パートナー間の
経営資源をうまく成果に結び付けていくことの難しさも指摘されている（Hartman and Dhanda, 
2018）。こうした組織間関係の調整の困難さから、複数の組織が協働しているにもかかわらず、社
会的課題に対して効果的な解決策が生み出せない事例も報告されている（Skagerlind et al., 2015）。
このように、社会的協働に関しては、いかにして活動を成功裡に進めることができるのか、そのた
めの成功要因の解明が重要な研究課題となっている2。
　社会的協働の成功要因に関しては、経営資源を補完するパートナーの選択、目的近似性と手段必
要性、社会的ミッションの共有、関係性のマネジメント、協働マネジャーの役割などが強調されて
きた（Berger et al., 2010; Le Ber and Branzei, 2010; Sanzo et al., 2015; Dentoni et al., 2016; 横山, 
2017）。さらに、社会的協働を通じて、他の組織と関係を構築していくプロセスにおいて、協働の
管理方法などについて経験を重ねることの重要性も指摘されている。例えば、Murphy et al.

（2015）やSkagerlind et al.（2015）は、社会的協働に関わる組織は、協働の過程で様々な経験を自
組織の中で蓄積し、他の組織との関係性や協働自体を円滑に進めていく「能力」を構築することで、
社会的協働を成功裡に進めることができる、と主張している。ただし、社会的協働の成功要因の中
でも、社会的協働を管理・運営するための能力については、具体的な能力の内容や、その能力をい
かに構築したら良いのかということなどが十分に解明されてきたとは言えなかった。
　そこで、本稿ではこうした問題意識に基づき、社会的協働における「能力」とはどのようなもの
なのかという点について検討していく。その際に、一般的な企業間の戦略的提携を扱っている組織
間関係論において、主要な概念として提示されてきた「提携能力」を参考にする。提携能力とは、
他の組織との提携関係を成功に導く能力と捉えられ、戦略的提携の経験を通じて企業が形成する能
力である（李，2020）。社会的協働も複数の組織間の協働であるということを考慮すると、既に豊
富な研究蓄積を有する組織間関係論の議論を援用することが妥当だと考えられる（Le Ber and 
Branzei, 2010; Murphy et al., 2015）。本稿は、提携能力という概念に関わる主要な研究を参照し、
そうした諸研究の成果が社会的協働研究にどのように援用することができるのかを考察する。
　以下では、まず社会的協働に着目してきた先行研究を概観する。ここでは社会的協働に関する先
行研究の主要な論点、とりわけ社会的協働を成功に導く要因を整理していく。次に、それらの研究
の中でも、社会的協働に関わる能力に注目する研究があることや、その課題について検討する。さ

2 社団法人日本経済団体連合会による「2016年度社会貢献活動結果」を踏まえると、調査に回答した111社（調
査対象企業355社）が、他の組織との協働をどのように進めていくのか、という点について課題を感じている
と回答している。この調査からも、パートナーと円滑な関係を構築するための方法の検討が求められている
ことが分かる。
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らに、組織間関係論における提携能力に関する先行研究を検討し、提携能力の内容や提携能力の構
築プロセス、さらには提携能力のダイナミックな変化という点が議論されていることを示す。そし
て、組織間関係論の提携能力を踏まえ、社会的協働に関わる能力の内容やその構築プロセスなどを
検討し、提携能力の概念が援用可能であることを示す。最後に、本稿の貢献を整理する。

2．社会的協働に関する先行研究の検討
2-1．社会的協働の成功要因

　複数の組織が協力しながら、社会的課題に取り組む社会的協働という形態が関心を集める中で、
そうした協働を成功させる要因を明らかにする、という研究がなされてきた。
　社会的協働は、協働を形成する段階、協働を実行する段階に大別される（大倉, 2009, 2014; Barroso-
Méndez et al., 2016; Van Tulder et al., 2016）。以下では、それぞれの段階でどのような成功要因が
議論されてきたのかを概観する。

2-1-1．社会的協働の形成段階の成功要因
　社会的協働を立ち上げる段階では、まず、自組織にとって適切なパートナーを選択することの必
要性が示されている（Austin, 2000）。適切なパートナーの条件の一つとしては、自組織の保有する
経営資源と相互補完的な経営資源を有することが挙げられる。社会的協働の意義としては、単独の
組織では解決が困難な社会的課題に取り組むという点が挙げられる。社会的課題に取り組もうとす
る組織は、自組織の経営資源を補完してくれる組織をパートナーにすることで、より効果的な解決
策を生み出すことが可能となる。こうしたパートナーを選択することで、単独では解決が難しい社
会的課題に取り組むことができるようになる。イギリスでの企業とNPOによるセクター横断的な
社会的協働の事例研究からも、相互補完的な経営資源の重要性が示されている（Jamali et al., 2011）。
　また、適切なパートナーとしての他の条件として、社会的ミッションの共有が挙げられる。ある
特定の社会的課題を解決したいという目的や理念の共有が可能なパートナーを選択することで、相
互理解が深まり、協働へのコミットメントが向上していくことになる（Austin, 2000; Barroso-
Méndez et al., 2016; Hartman and Dhanda, 2018）。
　次に、社会的協働の形成段階に着目する研究は、協働の計画を策定する際の留意点を指摘してい
る。例えば、横山（2017）は、企業とNPOのセクター横断的な社会的協働の事例研究に取り組んだ
上で、協働の計画を策定する際には次の 2 点を考慮することの必要性を示している。第一に、社会
的協働の目的が各主体にとって重要なものか、切実な主体ニーズに基づくものかという「目的近似
性」である。社会的協働の目的が各パートナーにとって重要でなければ、経営資源をコミットする
動機づけは弱くなり、失敗する可能性が高くなる。第二に、社会的課題に取り組むにあたり、他の
組織との協働が手段として必要であるのかという「手段必要性」である。企業とNPOの協働という
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形をとる必然性が高ければ、各パートナーは活動に対するコミットメントを向上させることにな
る。横山は、社会的協働を立ち上げるという初期の段階で、社会的協働の目的近似性と手段必要性
が高ければ、社会的協働が順調に進む潜在力が極めて高くなることを示している。
　このように、社会的協働の形成段階に関して、主要な先行研究は、経営資源が相互補完的な関係
にあり、かつ社会的ミッションを共有することのできるパートナーを選択すること、さらには社会
的協働を計画する際に目的近似性と手段必要性を高めることが、社会的協働を成功に導くと主張し
ている。

2-1-2．社会的協働の実行段階の成功要因
　次に、社会的協働が実行された後の段階についてみていこう。この段階では、パートナー間で信
頼関係を構築し、各組織の協働へのコミットメントを高めるための関係性のマネジメントを重視す
る研究が見られる。
　関係性のマネジメントを実現するための手段や、良好な組織間関係を促す要因として、第一に
パートナー間でのオープンで密接なコミュニケーションの実施（Austin, 2000; Sanzo eta al., 2015; 
Barroso-Méndez et al., 2016; Colaner et al., 2018; Fu and Cooper, 2021）、第二に社会的協働の進捗
状況を継続的に検証し、改善すること（Seitanidi and Crane, 2009; Le Ber and Branzei, 2010）、第
三にパートナーとの社会的協働を管理・運営する協働マネジャーの役割（Berger et al., 2010; 
Wilson et al., 2010; Malatesta and Smith, 2014; Barroso-Méndez et al., 2016）、などが社会的協働の
成否に重要な役割を果たすことが指摘されている。
　第一の要因であるオープンで密接なコミュニケーションについては、共通のマネジメント・チー
ムや相互に学習を行うような仕組みを設けることが効果的であるとされている（Austin, 2000; 
Barroso-Méndez et al., 2016）。社会的協働を実施していく上では、互いの目的や価値観、さらには
保有している経営資源などを把握する必要がある。これらの情報が不明瞭なままでは互いの考え方
が一致せず、経営資源も適切に組み合わせることができないことから、社会的協働が失敗に終わる
可能性が高くなる。こうした状況を避けるためにも、それぞれの組織から社会的協働に関わる担当
者がチームをつくり、コミュニケーションを重ねながら共に取り組みを進めていくことが有効とな
る。社会的協働に関わる各組織は、コミュニケーションを行う中で互いに理解を深め、信頼関係を
構築していくことになる。特に、Barroso-Méndez et al（2016）は、企業とNPOのセクター横断的
な社会的協働に関する量的調査を通じて、組織間での信頼関係が構築されると、機会主義的行動の
抑制に加え、各組織は互いの経営資源を積極的に学習し、社会的課題に対して効果的な解決策が生
み出されることを主張している。さらに、論者らの調査からは、各組織はノウハウや財務状況と
いった重要な情報も共有するオープンなコミュニケーションを行うことで、組織間学習が促され、
社会的協働の成功の可能性を高めることが示されている。
　第二の要因は社会的協働を進めていく上で、その活動の進捗状況を適宜把握し、改善を図るとい
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う点が挙げられる。基本的なPDCAのサイクルを実施していくという点で、先行研究では社会的
協働の成功において非常に重要になることが指摘されてきた。例えば、Seitanidi and Crane（2009）
は、企業がCSR経営の観点から社会的課題に取り組む際に、NPOと協働する事例が増えているこ
とを示した上で、その協働においては活動のアカウンタビリティを互いに果たすことの有効性を指
摘している。各組織が、活動の進捗状況を報告し合うことで、どのような成果が生み出されている
のか、またいかなる課題が生じているのかが明確になり、課題がある場合にはその解決策を検討す
ることが可能となる。状況に応じて活動を修正していくことで、社会的協働を取り巻く環境に柔軟
に対応することができる。さらに、Le Ber and Branzei（2010）は企業とNPOのセクター横断的な
社会的協働に注目しており、社会的協働はその取り組みの中で目的や内容が変化する可能性が高
い、ダイナミックな性質を有することを指摘している。パートナーは、そうした社会的協働の目的
や内容の変化、さらには求められる役割の変化に柔軟に対応するよう、自身の役割を再定義するこ
との必要性を示している。社会的協働は、その発展に伴い、適宜計画を見直す必要があり、先行研
究においては活動の継続的な検証、改善を行うことで、社会的協働の成功の可能性が高まることが
主張されている。
　第三の要因として、社会的協働の管理・運営を担う協働マネジャーが、社会的協働の成否に対し
て重要な役割を果たすことが指摘されている。社会的協働を計画し、実行するにあたり、必要な経
営資源を動員することに加え、パートナー間での細かな調整を行う必要があり、それらの諸問題に
協働マネジャーが対応しなければならないからである。社会的協働における協働マネジャーの役割
としては、次の 3 点に整理できる（Parker and Selsky, 2004; Wohlstetter et al., 2005; Berger et al., 
2010; Wilson et al., 2010; Barroso-Méndez et al., 2016）。（1） パートナー間での信頼関係の構築：社
会的協働を成功に導くためには信頼関係の構築の重要性が先行研究で示されている（Barroso-
Méndez et al, 2016）。信頼関係は、実際に事業に携わり、様々な交渉にあたる協働マネジャーが
パートナーと関わっていく中で構築されることになる。それぞれのパートナーを代表する協働マネ
ジャーが、公式的・非公式的なチャネルを通じてコミュニケーションを重ねていくことで、人的な
結びつきがつくられる。こうした協働マネジャー間での結びつきや信頼が、組織間の信頼に発展し
ていく（Berger et al., 2010）。信頼関係が構築されることを通して、各パートナーのコミットメン
トが促され、社会的協働の成功の可能性を高めることになる。（2） パートナー間の調整：社会的
協働を実際に進めていくにあたり、活動の計画の策定やその修正、さらには活動における諸問題に
対応していくことが協働マネジャーの役割として示されている（Parker and Selsky, 2004; 
Wohlstetter et al., 2005; Wilson et al., 2010）。特に、協働マネジャーは、社会的協働に関するビジョ
ンを描き、組織間で共有できるようリーダーシップを発揮する必要がある。こうしたビジョンを
パートナー間で共有することによって、活動における不要な混乱を抑えることができ、円滑な活動
が可能となる。なお、協働マネジャーは、計画の策定に関わることから、適切なパートナーの選択
や協働の目標の設定という役割も担うこととなり、社会的協働を形成する段階においても重要な役
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割を果たすことになる（Wohlstetter et al., 2005）。また、社会的協働を実行する上での規則などの
公式的な調整メカニズムや、協働マネジャー間での不定期のミーティングなどの非公式的な調整メ
カニズムを協働マネジャーが活用することが、活動で生じる諸問題の解決に効果的となることも先
行研究で示されている（Parker and Selsky, 2004）。（3） 組織間学習の促進：社会的協働を成功さ
せるための重要な要因として、相互理解の醸成や信頼関係の構築などが挙げられている。相互理解
を深めるにあたり、互いの組織文化や経営資源について学習する機会を設けることが効果的であ
る。社会的協働に関わる組織を代表する協働マネジャーは、定期的に互いの組織に関する情報を交
換するようなミーティングの場を設定し、組織間学習を促していくことになる。特に、協働マネ
ジャーは、組織間学習が円滑に行われるように、オープンな対話を心がけることや、各組織におい
て学習を奨励するような文化を形成するような役割が求められることになる（Barroso-Méndez et 
al., 2016）。組織間学習が行われることで、知識の交換や結合が図られ、社会的課題に対する効果的
な解決策が生み出されるという効果もみられる（Wilson et al., 2010）。
　以上のように、社会的協働の成功要因に着目する先行研究は、社会的協働の形成・実行の各段階
における要因に注目してきた。それは、適切なパートナーの選択、計画策定における目的近似性と
手段必要性への留意、パートナー間でのオープンで密接なコミュニケーションの実施、社会的協働
の進捗状況の検証と改善、協働マネジャーの役割、などである。また、実行段階において、パート
ナーと円滑な関係性を築くにあたり、相互に学習の機会を設けることの重要性も多く指摘されてい
る。そして、こうした要因に加え、社会的協働の中で組織が様々な経験を重ね、協働の諸問題にう
まく対応できるような能力を構築していくことも、重要な成功要因になることが議論されている。
以下では、社会的協働の経験と能力の関係に注目した先行研究を概観する。

2-2．社会的協働の経験の蓄積と能力の構築

　上述したように、社会的協働に関する先行研究では、社会的協働における経験とそれに伴う能力
の構築、さらには社会的協働の成功との関連性を検討している。社会的協働に関わる各組織は、形
成段階、実行段階を通じて、いかにして協働を進めていけば良いのか、どのようにして社会的課題
に取り組んだら良いのかを学習していくことになる。学習を通じて、各組織は社会的協働を成功裡
に進めていくための能力を構築し、社会的課題に対する効果的な解決策を生み出すことができる

（Berger et al., 2010; Dentoni et al., 2016）。
　こうした点について、Murphy et al.（2015）は、スペインにおける企業とNPOのセクター横断
的な社会的協働（N=362）に関する定量的分析を行い、協働の経験が各パートナーの能力を高め、
価値創造を促すことを明らかにしている。具体的には、多くの社会的協働の経験を有する組織は、
パートナーの選択に関する知識を持つようになり、適切なパートナーを選択できるようになる。ま
た、場合によっては過去の社会的協働と同じパートナーを選択することで、互いの理解や信頼がよ
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り深まることで、組織間の調整が容易になることを示している。その他、論者らは、社会的協働を
進めていく上で、自組織がどのような貢献を果たせば良いのか、さらには他の組織と共に活動をす
る上での諸問題やリスクにどのように対処したら良いのかを学習することで、社会的協働の成果に
結びつくことを主張している。
　Skagerlind et al.（2015）は、インドにおける企業とNGOというセクター横断的な社会的協働に
注目した上で、特にNGOが企業との協働を通じて学習を重ね、自組織の能力を向上させていたこ
とを示している。具体的には、寄付提供者への依存を低下させ、NGOの自立性を高めたことや、
社会的課題に対して継続的に取り組む体制の構築などが挙げられている。論者らは、NGOが企業
との協働をさらに積み重ねていくことで、組織運営などのスキルを身につけていくことも指摘して
いる。そして、企業との社会的協働を経験したNGOは、他の企業との協働にも積極的に参画して
いくことの可能性を示唆している。
　Dentoni et al.（2016）は、企業とNPOのセクター横断的な社会的協働の比較事例研究に取り組
み、特に企業が協働の経験を重ねていくことで、パートナーと円滑な関係を構築していく能力を高
めたり、自組織にとって適切なパートナーを把握するための知識を蓄積することなどを示してい
る。そうした能力を構築することで、社会的協働の成功の可能性が高まることになる。
　このように、社会的協働に関わる各組織は、多様な協働の経験を重ねる中で学習し、社会的協働
を成功裡に進めるための能力を高めていくのである。こうした経験の蓄積と能力の関係性、さらに
はそれらが社会的協働の成功にどのように結びつくのかについては、萌芽期の段階にあると言われ
ている（Murphy et al., 2015）。また、先に挙げた先行研究を除くと、社会的協働の経験を重ねて、
組織が具体的にどのような能力を構築するのかということや、その能力がいかに構築されていくの
かという点については、まだ十分な研究の蓄積がない。
　本稿では、この研究課題について組織間関係論の先行研究を援用し、検討していく。組織間の協
働に関わる能力という問題については、企業間の戦略的提携を扱ってきた組織間関係論で議論が積
み重ねられている。具体的には、「提携能力」という概念で様々な研究が行われてきた。社会的協
働という形態は、組織間の協働であることから、組織間関係論は関連する重要な研究領域と考える
ことができる。社会的協働に関する先行研究では、組織間関係論の諸研究から多くの示唆が得られ
ることを指摘する一方で、十分にその知見が援用されていないことを指摘しており、組織間関係論
の概念や枠組みを踏まえることの必要性が指摘されている（Le Ber and Branzei, 2010; Murphy et 
al., 2015）。こうした点に基づくと、社会的協働という研究領域に対して、組織間関係論の知見を援
用することは妥当であると考えられる。以下では、組織間関係論における提携能力という概念に着
目している主要な研究を概観していく。



　126

3．提携能力に関する先行研究の検討

　李（2020）によると、戦略的提携を扱ってきた組織間関係論の領域では、提携能力が主要な概念
として提示されてきた。これらの研究では、企業が提携の形成や実行の段階で多様な提携経験を積
み重ねる中で、提携能力を高めていくことを指摘しており、そのことによって、次の新たな提携に
対してもポジティブな成果をもたらすことを明らかにしている。以下では、提携能力に関する主要
な研究をレビューした李（2020）に依拠しつつ、提携能力の概念を確認した上で、提携能力がどの
ように高められるのかという点を確認していく。

3-1．提携能力の概念

　提携能力という概念について、Wang et al.（2015）は次の 3 つに整理している。第一に、個人的
提携能力である。これは、個々の提携を創設し、管理し、終結させる企業の能力に注目するもので
ある。具体的には、パートナーの探索や交渉、調整、コミュニケーション、契約、学習などを行う
能力である。こうした能力を企業が保有することで、パートナーとの関係性が改善したり、パート
ナーとの学習が円滑に進むことになる。また、李（2020）を踏まえると、提携経験を有する企業が、
提携を管理する専門的な部署を設立することで、こうした個人的提携能力が高まることになる。
　第二に、提携のポートフォリオ管理能力が挙げられる。これは、提携のポートフォリオを開発
し、調整する企業の能力のことである。具体的には、ポートフォリオの適合性に基づいてパート
ナーを選択する能力や、提携を横断した知識を活用・共有する能力、さらにはポートフォリオ全体
を管理する能力である。こうした能力によって提携の利益を最大化し、コストを最小化することが
可能となる。企業は、単一のパートナーだけではなく、様々な企業と提携関係を結ぶことがあり、
そうした多くの企業との提携経験を通じて、ポートフォリオ管理能力を構築していくことになる。
　第三に、個別特定的な提携能力である。これは、特定のパートナーとの間に形成される能力であ
り、そのパートナーとの関係性にのみ限定されるものである。企業が特定のパートナーとの提携を
繰り返していく中で、そのパートナーに特化したスキルなどを形成していくことになる。特定の
パートナーに限定されるという意味で、この能力は、他の企業との提携には移転できないという特
徴をもつ。
　Wang et al.（2015）は、こうした提携能力について、提携が立ち上がり、発展していく段階にお
いて変化するものと捉えている。さらに、提携能力は企業を取り巻く様々なコンテクストの変化に
応じて修正させていく必要があるとも指摘している。つまり、提携能力は時間の経過やコンテクス
トの変化に応じて、変わっていくダイナミックな性質をもつものと位置づけられる。
　また、Kohtamäki et al.（2018）は提携能力を次の 3 つの能力から構成されるものとして整理して
いる。第一に、提携の管理能力である。これは、提携の目標の設定、提携の実行、評価に関する適
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切なプロセスを用いることによって、戦略的提携を管理する企業の能力と定義されている。例え
ば、提携を管理する専門的な部署の設置や、提携を管理するための文書化されたツールなどが挙げ
られており、これらを保有することで、企業は事業環境の変化にうまく対応し、提携の成果を高め
ることになる（Niesten and Jolink, 2015）。第二に、提携の統合能力である。これは、提携のパー
トナー間での構造的・社会的関係を築くことにより、戦略的提携を統合する企業の能力のことであ
る。具体的には、提携を運営するグループや統合の作業手順などを他のパートナーとの間で整備す
ることや、パートナー間で相互理解を深めたり、信頼関係を構築していくことなどがあげられる。
こうした能力は、社会的協働の実行段階における成功要因でも触れたように、関係性のマネジメン
トに関する能力と捉えることもできる。第三に、提携の学習能力である。これは、提携関係から知
識を創造し、吸収し、内部化する企業の能力である。つまり、企業がパートナーから知識を吸収
し、それを提携にうまく活用していくような能力のことである。
　Kohtamäki et al.（2018）は、こうした 3 つの能力の相互作用にも言及している。例えば、提携を
管理する専門的な部署や、管理のためのツールなどの仕組みが、構造的・社会的統合を向上させ、
そのことがアライアンスの学習機会を改善していくことになる。
　李（2020）は提携能力に関する主要な研究のレビューを通して、様々な提携能力の間のダイナ
ミックな相互作用や、提携能力が改変可能であることへの注目が必要になり、こうした提携能力の
ダイナミックな側面についての研究が今後求められるとしている。

3-2．提携能力を向上させる要因

　李（2020）は、近年の戦略的提携に関する先行研究では、提携能力をいかに構築し、高めていく
のかについて関心が向けられていることを指摘した上で、多くの研究は能力を高める要因に注目し
ていると主張している。
　例えば、提携能力を高める要因に注目した研究として、Kale and Singh（2009）は、先行研究の
整理を行った上で、提携能力は、①提携に関する過去の経験、②提携に関する専門部署の創設、③
学習プロセスの構築、という 3 つの方法で向上していくことを主張している。
　まず、提携の経験を通じて、企業は暗黙的な学習を行うことで、提携をどのように管理・運営す
ればよいのか、そのノウハウを身につけていくことになる。ただし、Kale and Singh（2009）はそ
うした経験だけでは不十分であることも示しており、提携の管理を専門的に担う部署を創設するこ
との必要性を主張している。過去の経験で蓄積されたノウハウは、個々の協働マネジャーが暗黙的
に保有しており、それらが組織に十分に蓄積されない可能性がある。そこで、提携に関する部署を
つくりだすことで、提携を通じて得た様々なマネジメントの教訓やベストプラクティスを組織の中
に蓄積することが可能となる。個々の協働マネジャーの暗黙知を形式知化することで、組織の誰も
がその知識にアクセス可能となる。さらに、提携に関する経験や知識を組織の中で学習したり、活
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用していくための仕組みや方法を構築したりすることで、提携能力は向上していくことになる。例
えば、提携の管理に関するノウハウを交換し、共有するための相互作用のコミュニティをつくるこ
とや、企業横断的な提携の委員会、タスクフォースを設置することで、学習が促される。特に、学
習のプロセスに関しては、知識の明示化・形式化・共有化・内部化という 4 つの段階で進んでいく
ことになる（Kale and Singh, 2007）。
　以上のような、過去の経験の活用、専門部署の創設、学習プロセスの構築という方法を通じて、
企業の提携能力が向上し、提携の成功の可能性が高まることが先行研究で主張されている（Kale 
and Singh, 2009）。
　また、Sluyts et al.（2011）はベルギーの189社の戦略的提携のデータを踏まえ、提携能力の中で
も特に戦略的提携の管理方法を学習する能力に着目しており、そうした能力が提携のパフォーマン
スにどのような影響を与えるのか、さらにはその能力を高める要因は何かという点を検討してい
る。提携能力については、Kale and Singh（2007）が示した知識の明示化・形式化・共有化・内部
化の 4 つの学習のプロセスから構成されるものとして捉えており、このうち、明示化と共有が提携
のパフォーマンスの向上に結びついていたことを明らかにしている。具体的には、提携のチェック
リスト、ガイドライン、マニュアルのような明示化のツールは、企業内での提携に関する知識の普
及を促進し、企業内でのベストプラクティスを学習することを手助けすることになる。また、セミ
ナー、ジョブローテーション、タスクフォースのような知識の共有のメカニズムを通して、従業員
は、提携に関係する情報、ベストプラクティス、ノウハウを他の従業員と交換することが可能にな
る。企業はあらゆるツールに投資をする必要はなく、どのツールが適切なのかを見極める必要があ
る。特に、論者らはマニュアルの中にベストプラクティスを集めること、特定の提携のプロセスを
扱う方法についてルールを設定すること、もしくはジョブローテーションを奨励することなどが効
果的であることを示している。こうした明示化と共有という学習に関わる提携能力を企業が構築す
ることで、提携の成功の可能性が高まることを論者らは主張している。
　さらに、Sluyts et al.（2011）はこうした提携能力を高める要因として 2 点挙げている。第一に、
協働マネジャーである。協働マネジャーは、明示化や共有化の仕組みの導入や改善などにおいて重
要な役割を果たしていることが示されている。実際に戦略的提携を管理・運営する協働マネジャー
が、効果的な学習の環境を継続的に整備し続けることで、企業の提携能力が向上していくことにな
る。第二に、トップマネジメントの関与である。トップマネジメントは、戦略的提携に関して経営
資源の配分や戦略的提携の実行に関する最終的な意思決定の権限を有している。論者らは、トップ
マネジメントが戦略的提携に積極的に関わることによって、上述したような学習のプロセスが促さ
れ、提携能力にポジティブな影響を与えることを明らかにしている。
　李（2020）は、提携能力の構築に関する先行研究では定量的分析が中心であることを示し、その
貢献を認める一方で、まだ十分に解明しきれていない領域が残されていることを指摘している。例
えば、先行研究では企業数と年数、合意件数という指標で提携経験を捉えているが、これは提携経
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験に関する外形的な情報であり、具体的な経験が成果にどのように結びつくのかというメカニズム
を明らかにすることが必要になる、と主張している。また、提携能力の研究では、Kale and Singh

（2009）も示唆するように、提携に関する専門部署の設立が、提携能力の向上に影響を与えるとし
ている。しかしながら、李は専門部署の設置がどのようにして提携成果に結びつくのか、そのメカ
ニズムは十分に説明されていないと指摘している。
　李は、こうした点について変数間の関係性を明らかにするだけではなく、質的な内容情報を検討
することの必要性を示している。具体的には戦略的提携で生じる学習プロセスを明らかにする際に
は、企業内の個人がどのような学習の手法をいかにして用いたのか、パートナーとの関係をどのよ
うに築いたのか、さらには提携の専門部署を通じてパートナーから何をどのように学習したのかと
いう諸問題を、ミクロなレベルで分析することの重要性を指摘している。そのためには、定性的な
事例研究が今後求められるとしている。
　以上のように、組織間関係論において、提携能力を分析する際には、学習の視点が用いられてお
り（Kale and Singh, 2007, 2009; Sluyts et al., 2011）、提携能力を高める要因として、①提携に関す
る過去の経験、②提携に関する専門部署の創設、③学習プロセスの構築、という点などが示されて
きた。先行研究は、李（2020）が示すように、定量的な手法を用いて法則発見・定立を目指す上で、
一定の貢献を果たしてきたといえる。しかしながら、こうした要因が実際に、提携能力にどのよう
な影響を及ぼすのか、提携の成果にいかに結びつくのかという点については、よりミクロな定性的
分析が求められることとなる。こうした先行研究の知見を踏まえ、以下では社会的協働の能力とい
う問題について検討する。

4．考察：社会的協働の能力に対する提携能力の援用可能性

　上述したように、社会的協働の成功要因として、社会的協働のプロセスで培われる「能力」が挙
げられている（Murphy et al. 2015; Skagerlind et al., 2015; Dentoni et al., 2016）。先行研究では、
パートナーとの関係を円滑に保つ能力や、協働を継続させていく能力などが、社会的協働の成功に
結びつくことが示されている。ただし、既に指摘したように、社会的協働の能力という点について
は、まだ萌芽期の段階にあり、研究の蓄積が十分ではない。また、他の組織との協働の経験が、能
力の構築や社会的協働の成功に結びつくという点についても、ほとんど研究がなされていない

（Murphy et al., 2015）。
　こうした点を踏まえ、本稿では社会的協働の関連領域である組織間関係論の提携能力に関する先
行研究を検討してきた。その中で、提携能力とは、①提携の管理能力、②提携の統合能力、③提携
の学習能力の 3 つの側面から構成されるものと位置づけられている（Kohtamäki et al., 2018）。具
体的には、戦略的提携に関する目標の設定や実行に関する適切なプロセスを用いること、提携の
パートナー間での構造的・社会的関係を築くこと、パートナーから知識を吸収し、提携にうまく活
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用する、といった能力が先行研究で示されている。
　組織間関係論のレビューを行っている李（2020）は、組織間関係論において成功要因に注目する
研究が多くある一方で、そうした要因を満たすだけでは提携が成功するわけではない、と指摘して
いる。そうした成功要因を考慮しながら進める戦略的提携を通じて、企業がどのようにして提携能
力を高めるのかを理解しておくことが、より重要になると主張している。
　社会的協働に関する先行研究は、形成段階、実行段階の各段階での成功要因を整理している。具
体的な成功要因として、適切なパートナーの選択や協働の目標設定における諸問題への対応、実行
段階での関係性のマネジメントや、パートナー間での学習の必要性などが挙げられている（Austin, 
2000; Sanzo eta al., 2015; Barroso-Méndez et al., 2016）。この点については、先に挙げた李（2020）
の指摘のように、社会的協働に関してもこうした要因を外形的に満たすだけでは成功するとは限ら
ない。社会的協働を通じて、各パートナーがいかなる経験を重ねていくのか、またその経験を通じ
て、社会的協働の成功要因を成果につなげるための能力の解明が求められるようになる（Murphy 
et al., 2015）。
　これまでの社会的協働に関する先行研究を踏まえると、組織間関係論と同様に、適切なパート
ナーを選択し、そのパートナーとの協働関係を管理すること、相互の関係性を統合していくこと、
さらには組織間学習を推進していくことなどが、組織が保有する必要のある能力と捉えることがで
きる。例えば、適切なパートナーの選択やその協働関係の管理に関する能力については、提携能力
を議論しているKohtamäki et al.（2018）が示す提携の管理能力が該当する。提携の管理能力とは、
具体的には提携を管理する協働マネジャーや提携を管理するための文書化されたツールを整備する
ことである。社会的協働の先行研究においても、パートナーを選択するにあたっては、協働マネ
ジャーの活用（Wohlstetter et al., 2005）や、どのようなパートナーを選択したら良いのか、そうし
たノウハウを組織の中に蓄積していくことの必要性（Dentoni et al., 2016）が挙げられているが、
それらを組織の中に整備していくことは、提携の管理能力を高めていくことと同義である。
　さらに、相互の関係性を統合していくという能力については、提携の統合能力と捉えることがで
きる。提携の統合能力は、提携を運営する集団や統合の作業手順などを他のパートナーとの間で整
備することや、パートナー間で相互理解を深めたり、信頼関係を構築していくことなどが挙げられ
ている。社会的協働の先行研究では、相互に関係性を調整するようなメカニズムの導入や共通のマ
ネジメント・チームの設定、オープンなコミュニケーションの仕組みを設けることが、関係性のマ
ネジメントを進めていく上で有効だと示されている（Barroso-Méndez et al., 2016）。こうした仕組
みを組織の中に整えていくことは、提携の統合能力を備えることに該当する。
　そして、組織間学習を推進していく能力は、提携の学習能力と一致する。この能力は、提携関係
から知識を創造し、吸収し、内部化する能力のことである。社会的協働の先行研究においても、互
いの組織文化や経営資源について学習する機会を設けることの必要性が挙げられており（Wilson et 
al., 2010）、学習のための仕組みをつくりだすことは、提携の学習能力を高めていくことに他ならな
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い。
　社会的協働においても、組織が協働関係を成功裡に進めていくための能力があるからこそ、社会
的協働の形成段階、実行段階の一連のプロセスで生じる諸課題にうまく対応することが可能とな
る。社会的協働に関わる能力については、その概念がまだ十分に整理されていないが、（Murphy 
et al., 2015）、これまで検討してきたように、Kohtamäki et al.（2018）が示した、①提携の管理能
力、②提携の統合能力、③提携の学習能力という 3 つの側面から構成される提携能力の概念が援用
可能だと考えられる。
　また、そうした社会的協働の能力がいかなるプロセスで構築されるのかという点についても、提
携能力に関する先行研究が有用な視点を提供してくれる。これらの先行研究では、学習の視点に基
づきながら、提携能力を高める要因として、提携に関する過去の経験、提携に関する専門部署の創
設、知識の明示化・形式化・共有化・内部化という学習プロセスの構築などが示されている。社会
的協働の先行研究においても、組織が様々なパートナーと社会的課題に取り組むという経験や学習
を重ねることで、協働を展開するための能力を構築していく可能性が示されている（Berger et al., 
2010）。この点を踏まえると、社会的協働の能力がいかにして構築されるのかという問題に対して、
学習の視点に注目した提携能力に関する先行研究の知見が援用可能となる。
　以上のように、社会的協働を成功裡に進めていくための能力や、その能力をいかに構築・向上さ
せていくのかという研究課題に取り組むにあたり、組織間関係論の提携能力の知見を援用すること
が有効になると考えられる。ただし、李（2020）が指摘するように、提携能力に関する先行研究の
多くは定量的な手法を用いた研究が多く、例えば戦略的提携で生じる学習プロセスがなぜ、どのよ
うにして生じたのかという諸問題をミクロなレベルで分析することの必要性を示している。また、
この点は社会的協働の先行研究においても指摘されており、Gazley（2020）は、社会的課題に取り
組む多様な協働の形態を分析する際には、個々の組織や人が協働にどのように関わっていったの
か、そうしたミクロな側面に着目し、事例研究など定性的な分析を行うことの必要性を示してい
る。Murphy et al.（2015）は、定量的な分析に基づき、社会的協働の経験を多く有する組織は、協
働の成果を高めることを示しているが、経験の量ということだけではなく、どのような経験を経て
いかなる学習をしたのかという、質的な側面も考慮することが重要となろう。
　こうした議論を踏まえると、社会的協働の能力について分析する際には、そうした能力がどのよ
うに構築されたのか、その際にどのような人が関わり、いかなる相互作用がなされたのかというプ
ロセスを明らかにする必要がある。さらに、Kohtamäki et al.（2018）が示すように、3 つの提携能
力の間の相互作用や各能力の改変可能性に注目することが重要であり、社会的協働の能力について
も、そのダイナミックな側面を明らかにすることが求められる。
　その他、社会的協働の先行研究では、社会的協働が形成され、実行されていく一連の展開に注目
することの重要性も主張している（Barroso-Méndez et al., 2016）。上述したような、事例研究など
の方法を用いてミクロなプロセスを分析することにより、社会的協働の時間的な展開といった側面
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を考慮することができる。つまり、社会的協働の能力という視点から、社会的協働の成否を分析す
ることで、先行研究で指摘されてきた研究課題に取り組むことが可能となる。

5．おわりに

　本稿は、社会的協働の成功要因に注目してきた先行研究を整理することを通じて、その主要な論
点と課題を明らかにした上で、そうした課題を克服するための視点として組織間関係論の提携能力
という概念を検討した。
　本稿ではまず、先行研究が社会的協働の形成段階と実行段階という各段階別の成功要因を明らか
にしてきたことを指摘した。社会的協働の形成段階では、経営資源が相互補完的な関係にあり、社
会的ミッションの共有が可能なパートナーの選択、計画策定時の目的近似性と手段必要性を高める
ことが、社会的協働の成果を高めると論じられてきた。実行段階では、パートナー間でのオープン
で密接なコミュニケーション、社会的協働の進捗状況の把握と改善、協働マネジャーの役割などが
重要になることが示されてきた。また、こうした要因に加え、先行研究では社会的協働の中で組織
が様々な経験と学習を重ね、協働の諸問題にうまく対応するための能力を構築することも重要な成
功要因になることが議論されてきた。しかしながら、そうした能力がどのような経験を通じて、い
かにして構築されていくのか、また、そうした能力が社会的協働の成功にいかにして結びついてい
くのかという点については十分な研究の蓄積がなく、萌芽期の段階にあることを本稿では指摘し
た。
　次に、上記の課題を克服するためには、社会的協働研究の関連領域である、組織間関係論の研究
が注目している提携能力という概念が参考になることを明らかにした。提携能力に関して、
Kohtamäki et al.（2018）は提携の管理能力、統合能力、学習能力という 3 つの側面から構成される
ものとしている。本稿では、社会的協働の管理・運営においてもこうした 3 つの能力が必要となる
ことを示した。また、提携能力の先行研究を踏まえ、提携に関する過去の経験、提携に関する専門
部署の創設、学習プロセスの構築という要因が提携能力の構築を促す要因になることを確認した。
ただし、提携能力に関する先行研究は定量的な研究が中心であることから、提携能力がどのような
メカニズムを通じて効果を発揮するのか、提携能力がいかなる学習を通じて構築されていくのかと
いう具体的なプロセスについては未解明な部分があることも明らかにした（李，2020）。
　そして、こうした課題を克服するためにも、社会的協働の形成・実行の各段階を通じて、個々の
組織や人がいかに関わり、相互作用していったのか、さらには社会的協働の能力がいかにして構築
され、それらが社会的協働の成否にどのような影響を及ぼすのかという、ミクロな側面に注目する
ことの必要性を本稿では明らかにした。また、社会的協働の能力を、管理能力、統合能力、学習能
力という 3 つの側面から捉えたが、Kohtamäki et al.（2018）が示唆するように、そうした能力間の
相互作用や、そうした能力が変わりうる可能性についても検討していくことの重要性を示した。こ
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れらの研究課題に取り組むにあたり、事例研究などの定性的分析が有効になることも本稿では確認
した。
　これまで社会的協働研究の多くは、組織間関係論の知見を十分に活用していないという指摘がな
されている（Le Ber and Branzei, 2010; Murphy et al., 2015）。そのような意味においても「社会的
協働の成功要因と社会的協働の能力の関係性」という研究課題を分析するにあたり、提携能力の概
念の援用可能性を示した点が、本稿の貢献だと考えられる。上述したように、社会的協働の事例研
究を重ね、協働過程のミクロな側面を明らかにすることで、社会的協働がなぜ成功するのか、ある
いは失敗するのかという問題に対して、より多くの理論的、実践的インプリケーションを導出する
ことが可能となる。
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